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人口ピラミッドの変化（2005，2030，2050） -平成14年中位推計-
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2005年(実績) 2030年 2050年

75歳～
1,160( 9%)

65～74歳
1,407(11%)

20～64歳
7,752(61%)

～19歳
2,409(19%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,758万人

総人口
1億 59万人

75歳～
2,097(18%)

75歳～
2,162(21%)

65～74歳
1,380(12%)

65～74歳
1,425(14%)

20～64歳
6,452(55%)

20～64歳
4,984(50%)

～19歳
1,829(16%)

～19歳
1,489(15%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2006年～
生まれ

2006年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の
動向により変化

今後の出生率の
動向により変化

１人
１．９人

１人
１．４人

注：2005年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。 1
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→2015
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→2020

2020　　　　

→2025

2025　　　　

→2030

2030　　　　

→2035

2035　　　　

→2040

2040　　　　

→2045

2045　　　　

→2050

総人口の減少率と労働力人口の減少率

仮に、2030年以降の性・年齢階級別労働力率の上昇が見込まれないと仮定した粗い試算を行うと、労働力人
口の減少率は総人口の減少率を大きく上回る見通しであり、1人当たりの経済成長にも影響するおそれがある。

総人口の減少率

－１．１％－０．３％
労働力人口

－０．８％－０．３％総人口

減少率（年平均）
2030
～2050

～2030

労働力人口の減少率
2030年以降の労働力率の

上昇が見込まれない場合

労動市場への参加
が進むケース

総人口の52%が労働力 総人口の52%が労働力 総人口の48%が労働力

▲1,013万人(▲8%）
▲ 530万人(▲8%）

注：総人口は平成14年将来推計人口（中位推計）、労働力人口は職業安定局推計（2005.7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が
変わらないと仮定し社会保障参事官室において推計。

総 人 口 12,771万人
労働力人口 6,639万人

2005 2030 2050

総 人 口 11,758万人
労働力人口 6,109万人

総 人 口 10,059万人
労働力人口 4,864万人

▲1,699万人(▲14%）
▲1,245万人(▲20%）
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労働力人口の減少率
労働市場への参加が

進まないケース

労働力人口の減少率
労働市場への参加が

進むケース

労働力率の上昇
2005 2030

30～34（女） 62.2 → 80.4
60～64（男） 70.5 → 89.4

総人口と労働力人口の見通し（労働市場への参加が進むケース）
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高齢者、女性、若年の労働市場
への参加が進まないケース

（中位推計）

（注）2000年までは総務庁統計局「労働力調査」による実績値。2005年以降は、雇用政策研究会「人口減少下における雇用・労働政策の課題」（2005年7月）における労働力供給の推計と
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」（2002年1月）を用いた（なお、雇用政策研究会の労働力供給の推計は中位推計ベースの2030年までであり、2035年以降の労
働力人口は、①性、年齢別の労働力率が2030年と同じ水準で推移すると仮定して算出した。②また、高位推計と低位推計については、中位推計の各年の性、年齢別の労働力率を用

いて算出した）。

今後の出生率の低下と労働力人口

（万人）

出生率が上昇しても、また、さらに低
下しても労働力人口にはほとんど影
響しない
→ 労働力人口の確保には労働力率

の向上が不可欠
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高齢者、女性、若年の労働
市場への参加が進むケース

（中位推計）

仮に、2030年以降の性・年齢階級
別労働力率の上昇が見込まれない
と仮定した粗い試算

高齢者、女性、若年の労働
市場への参加が進むケース

（低位推計）

2030年以降は出生率の変動が労働

力人口に大きく影響。低位推計の場
合はこれまでの労働力率向上効果
を相殺
→労働力人口の確保の観点からは、
これから生まれる子どもの数が重要

高齢者、女性、若年の労働
市場への参加が進むケース

（高位推計）
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2030年（労働市場への参加が進むケース）

2004年

労働市場への参加が進むケースにおける労働力率の変化

20～24歳
68.5% → 79.3%

60～64歳
70.7% → 89.4%

30～34歳
61.4% → 80.4%

40～44歳
70.4% → 83.3%

55～59歳
59.6% → 72.1%

（歳） （歳）

（資料）雇用政策研究会「人口減少下における雇用・労働政策の課題」（2005年7月）
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女性全体
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1995年（有配偶） 2005年（有配偶）

これまでの女性の労働力率の変化（全体と配偶関係別）

（歳） （歳）

2005年

1985年

1995年

未 婚

有配偶

（資料）総務省「労働力調査」 5
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1985年

1995年

2005年

1985年

1995年

2005年

1985年

1995年

2005年

労働力人口（未婚） 労働力人口（有配偶） 労働力人口（離死別） 非労働力人口

女子の労働力率の推移（配偶関係別に見た内訳）

25
～
29
歳

30
～
34
歳

35
～
39
歳

（資料）総務省「労働力調査」

26.5% 26.5% 1.0%

8.2% 39.5% 2.6%

4.7% 51.3% 4.0%

44.2% 21.1% 1.2%

16.4% 34.5% 2.8%

7.8% 48.3% 4.1%

53.1% 19.4% 1.9%

26.6% 31.3% 4.3%

14.9% 41.8% 6.0%
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第１子出産前後の女性の就業状況の変化

74.3%

25.6%

17.8%

47.2% 22.5% 3.8%

3.1%
3.7%

出産半年後

出産1年前

無 職 勤め（常勤） 勤め（パート・アルバイト）

有職 73.5%

67.4% 23.9% 3.7%
4.5%

出産1年前の

有職者

有職 32.2%

（資料）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査結果」（平成14年）

自営業等
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5.1% 8.0% 10.3% 13.8%

19.9% 16.4% 12.2%
11.5%

35.7% 37.7% 39.5%
41.3%

34.6% 32.3% 32.0% 25.2%

4.7% 5.7% 6.1% 8.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04
子どもの出生年

その他・不詳

妊娠前から無職

出産退職

就業継続（育休なし）

就業継続（育休利用）

子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査（夫婦調査）」 8



女性の希望する就業形態（子どもが生まれる前～子どもが中学校に入学して以降）

61.7%

36.0%

26.1%

16.3%

4.2%

67.5%

28.5%

48.7%

41.2%

23.0%

15.5%

3.8%

20.0%

50.6%

8.9%

22.8%

34.6%

35.7%

11.5%

6.1%

6.1%

6.1%

6.4%

3.1%

0.2%

0.2%

3.5%

6.3%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子どもが中学校に入学して以降

子どもが小学生の間

子どもが小学校に入学するまでの間

子どもが３歳になるまでの間

子どもが１歳になるまでの間

子どもが生まれるまでの間

常勤 パート・アルバイト 育児休業 非就業 不詳

（資料）厚生労働省「社会保障を支える世代に関する実態調査（平成16年）」より

※ 今後子どもが欲しいと考えている女性に子どもの年齢による就業形態を調査

9
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高位推計…合計特殊出生率１．６３ (2050年)

低位推計…合計特殊出生率１．１０ (2050年)

中位推計…合計特殊出生率１．３９ (2050年)

○ 65歳以上又は75歳以上の高齢者と現役世代の人口構成は、団塊世代と団塊ジュニア世代が高齢期に突

入するときに大きく変化し、社会保障の受給者と支え手の構成にも影響。

○ 2030年までの変化は今後の出生動向の影響はなく、おおむね確定しているが、2030年以降は大きく影響を
受ける。2030年以降の人口構成の変化を緩和するためには、今から少子化対策に取り組むことが必要。

人口構造の変化の見通し－１ （平成14年将来推計人口）

1
3.0

75歳～

20～64歳

65歳～

20～64歳

団塊世代が高齢者へ

団塊ジュニア世代が高齢者へ

2005
（実績）

2030

2050
2075

1
6.7

1
3.1

1
1.9

1
2.3

1
1.4

1
2.1

1
1.5

1
2.5

1
1.3

1
1.1

1
1.8

1
1.7

1
2.8

1
2.3

1
1.4

※ 2000、2005年は国勢調査（総務省）。2010年以降は、平成14年将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

現
役
世
代
（
支
え
手
）
１
人
に
対
す
る
高
齢
者
数

1
3.6

1
8.8
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高位推計…合計特殊出生率１．６３ (2050年)

低位推計…合計特殊出生率１．１０ (2050年)

中位推計…合計特殊出生率１．３９ (2050年)

○ 65歳以上の者も支え手とした場合、支え手の比率は増加するが、この場合においても75歳以上の高齢者と

支え手の人口構成は、団塊世代と団塊ジュニア世代が高齢期に突入するときに大きく変化し、社会保障の受
給者と支え手の構成にも影響。

○ また、介護のように支え手が40歳以上の場合、今後の出生動向の影響を受けるのは2050年以降となる。

人口構造の変化の見通し－２ （平成14年将来推計人口）

1
6.0

75歳～

20歳～

75歳～

40歳～

団塊世代が高齢者へ

団塊ジュニア世代が高齢者へ

2005
（実績）

2030

2050 2075

1
8.9

1
4.7

1
3.6

1
4.0

1
3.1

1
3.8

1
4.1

1
2.7

1
3.4

1
3.3

1
4.4

1
3.9

1
3.0

※ 2000、2005年は国勢調査（総務省）。2010年以降は、平成14年将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

支
え
手
１
人
に
対
す
る
高
齢
者
数

1
7.3

1
11.2
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人口構造の変化と社会保障制度

◎ 給付の伸びの抑制
社会保障給付費ベース 2015年 給付 ：▲10兆円【改革前126兆円→改革後116兆円】 公費負担：▲4兆円【改革前45兆円→改革後41兆円】

2025年 給付 ：▲21兆円【改革前162兆円→改革後141兆円】

（例） 年金 － マクロ経済スライドの導入により給付水準を調整（年金給付の国民所得比は2025年まで概ね横ばい：12.6%(2006)→12.0%(2025)）

医療 － 生活習慣病対策・平均在院日数の短縮等により医療費を適正化

介護 － 介護予防への重点化等により介護給付を適正化

（例） 介護・医療と年金の重複の調整等の観点から食費・居住費負担の見直し

こ

れ

ま

で

の

取

組

◎ 負担面の調整

◎ 制度の重複の排除

（例） 年金 － 保険料水準を極力抑制しながら段階的に引き上げた上で固定

医療 － 現役並みの所得を有する高齢者の患者負担の見直し

介護 － 第１号保険料（高齢者の保険料負担）の見直し

社会保障制度の持続可能性を高めるため一連の制度改革を実施
≪基本的視点 ･･･ ①経済財政との均衡、②給付と負担の均衡、③世代間の公平性の確保≫

○ 一連の年金・介護・医療の一体的な制度改革

2030年頃までの社会保障の受給者と支え手の人口構造の変化については、

今後の出生動向の影響は小さく概ね確定。
※ 寿命の想定を超える伸び等による影響は受ける。

2030年以降の社会保障の受給者と支え手の人口構造の変化については、

・社会保障制度全体を視野に入れて、給付と負担を一体に捉えた改革努力を継続することに加えて、
・急速に進行する人口構造の変化を緩和するために、今から少子化対策に取り組むことが必要ではないか。
※ なお、年金制度については、平成16年改革において、2030年以降を含め中長期的な人口構成の変化や経済状況の変化に対応するため、

マクロ経済スライドの導入等の改革を実施。 12



2006 2011 2015 20252006 2011 2015 2025

年
金

医
療

福
祉
等

改革前
91.0兆円

24.2%

改革反映
89.8兆円
NI比23.9%

110兆円
25.3%

105兆円
24.2%

126兆円
27.4%116兆円

25.3%

(12.6％)

(4.1％)

(8.7％)

(7.6％)

(13.8％)

(12.9％)

(8.0％)

(4.9％)(4.5％)

47.4兆円
54兆円

32兆円

18兆円

59兆円

37兆円

21兆円

27.5兆円

14.9兆円

(47.3兆円)

(15.2兆円)

(40兆円)

(28.5兆円)

(64兆円)

(56兆円)

(34兆円)

(23兆円)(20兆円)

7.3％ 7.5％
8.0％

4.0％ 4.2％ 4.5％

12.6％
12.5％

12.8％
公
費

保
険
料

改革前
84.3兆円

22.4%

改革反映
82.8兆円

22.0%

105兆円
24.3%

101兆円
23.3%

121兆円
26.3%114兆円

24.8%

注１） 前面のグラフは、2004年年金制度改革、2005年介護保険制度改革及び2006年医療制度改革案の効果を織り込んでいる（改革反映）。
背面のグラフはこれらの改革が行われなかった場合（改革前）。

注２） 公費は、2009年度に基礎年金国庫負担割合が1/2に引き上げられたものとしている。

28.8兆円

7.7％

54.0兆円

14.4％

36兆円

8.4％

65兆円

14.9％

41兆円

8.9％

73兆円

15.9％

(7.8％)

(29.5兆円

(14.6％)

(54.8兆円)

(8.9％)

(38兆円)

(15.4％)

(67兆円)

(9.7％)

(45兆円)

(16.6％)

(77兆円)

社会保障の給付と負担の見通し (平成18年5月推計)

給付 負担

年度 年度

162兆円
30.0%141兆円

26.1%

改革効果

(10.3％)

(13.8％)

(5.8％)

65兆円

48兆円

28兆円

(56兆円)

(75兆円)

(32兆円)

8.8％

5.3％

12.0％

165兆円
30.5%143兆円

26.5%

改革効果

（参考） （参考）
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